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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の投資口の上場承認に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出

目論見書並びにその訂正事項分をご覧頂いた上で、投資家ご自身の判断でなされるようにお願いいたします。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて

証券の登録を行うか、又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことはできま

せん。米国において証券の公募が行われる場合には、1933年米国証券法に基づいて作成されるプロスペクタスが

用いられます。プロスペクタスは、当該証券の発行法人又は売出人から入手することができ、これには発行法人及

びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の

公募は行われません。 
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投資口の東京証券取引所不動産投資信託証券市場への上場承認のお知らせ 

 

タカラレーベン不動産投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、株式会社東京証券

取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）より、本投資法人の投資口の東京証券取引所不動産

投資信託証券市場への上場について承認を得ましたので、お知らせいたします。 

 

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みま

す。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、2017年9月11日に設立された投資法人です。その資

産の運用については、タカラPAG不動産投資顧問株式会社が、投信法上の資産運用会社として、投信法

並びに本投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に従って行います。 

 

本投資法人は、株式会社タカラレーベン（以下「タカラレーベン」といいます。）、PAGインベスト

メント・マネジメント株式会社（以下「PAG」といいます。）、株式会社共立メンテナンス及び株式会

社ヤマダ電機（以下「スポンサー」と総称します。）から成る、オフィス、住宅、ホテル及び商業施

設その他の物件に関する豊富な実績に裏打ちされた専門性とノウハウを有する各企業をスポンサーと

する総合型J-REITです。 

 

本投資法人は、異なる強みを有するスポンサー各社の専門性とノウハウを結合したマルチスポンサ

ー型の運用体制を活用することで、「着実な成長」及び「安定した運用」の実現を目指します。 

 

具体的には、高い開発力がある総合不動産ディベロッパーであるタカラレーベングループ（注1）か

らの安定した物件供給に支えられた持続的な外部成長と、PAGのマーケットでの情報収集力と相場環境

に臨機応変に対応した投資判断・取引実行に係る知見・ノウハウを活用した資産取得による外部成長

の実現を目指します。また、タカラレーベングループのバリューチェーン（注2）とPAGの日本の不動

産市場における20年以上（注3）にわたるアセットマネジメントのノウハウを組み合わせることにより、

安定運用及び内部成長の実現を目指します。さらに、株式会社共立メンテナンス及び株式会社ヤマダ

電機が有する、ディベロッパー及びファンド運用会社にはない事業会社としての独自の知見や広範な

ネットワーク及び運営ノウハウが、本投資法人の「外部成長」及び「安定運用・内部成長」をサポー

トし、かつ、それをより確かなものにすることができると、本投資法人は考えています。 

 

また、本投資法人は、投資主から選ばれ続ける総合型J-REITとなるために、「投資主価値の最大化」、

「持続的な環境の創造」（注4）及び「地域と社会への貢献」の実現を目指します。 
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（注1） 「タカラレーベングループ」とは、タカラレーベン、その子会社及び関連会社をいいます。以下同じ

です。 

（注2） 「バリューチェーン」とは、グループ全体が一体として不動産の開発・取得からバリューアップ及び

賃貸・管理等に至る様々な不動産関連サービスを提供していることをいいます。また、「バリューア

ップ」とは、劣化又は陳腐化した内外装の一新等のデザイン性の向上、建物の修繕及び各種設備機器

の改修や機能付加等の手段により、物件の価値向上を図ることをいいます。 

（注3） PAGと2010年に経営統合したセキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社の実績を含みます。 

（注4） 「持続的な環境の創造」とは、長期にわたる環境への配慮がなされた物件の運営等を通じて、持続的

（sustainable）な環境の創造に寄与していくことをいいます。 

 

以上 

 

＊本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

 


